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日本における企業行動の特質（1）
小林俊治
I　は　し　が　き
　現代世界は，政治，経済，文化，技術，その他あらゆる側面においてラ1ディ
カルな変ぼうをとげっっある。そうした外部環境一伝統的企業理論は，これ
をたんに市場と規定してしまった一における価値体系の変化は，企業・経営
の行動にも大きな影響を与えつつあるω。だが他方，企業は行動の主体として，
新製品・技術の開発，新システムの導入等により外部世界に積極的に働きかけ，
それを構造的に変革する力さえもつようになったのである。したがって，たと
えば価格決定の問題においても，伝統的企業理論では，市場が意思決定の工一
ジェソトであったが，今目の行動科掌的企業理論では，か占および複占による
小数企業におけるある範囲内での価格決定（a　ra㎎e　of　prices）の自由を前提と
せざるをえなくなっている②。すなわち，今目では，企業は独白のゴールをも
ち，そのゴールを独自の方法で追求する一つの行動体系として脚光を浴びてい
るのである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　インプリシヅト　ミラr（エR　M1ilier）によれば，伝統的企業理論には次の5つの晴黙の仮
定がある③。
　1．静態仮定一これは，欲求，資源および知識の体系が（すでに）与えら
　　れており，それらは変化しないということを想定する。
　2．独立仮定一これは，欲求，資源および知識の体系が相互にそして企業
　　　　　　　イyチペソド　　の行動とは独立であるということを想定する。
3．動機仮定一これは，企業の目的もしくは目標が純収益（もしくは利潤）
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　　の極大化であるということを想定する。
　4．情報仮定一これは，技術上のプロセス，人間関係，製品および原材料
　　市場，もしくは製造用機械などに関して，企業の内外において，適切な情
　　報の獲得と分配のためのよく組織されたシステムが存在するということを
　　想定する。
　5．組織上の仮定一これは，企業内における意思決定および行動のための
　　プロセス（それによって種々の個人の意思決定および行動が相互に関係づ
　　けられるところの）が企業の極大化目的の視点から設定されるということ
　　を想定する。
　以上のような伝統的企業理論がもつ仮説の有効性は，後に詳論するように，
今目ではまったく疑問視されている。それにたいしてクレエランド（S．Cleland）
は，新しい企業理論の仮定として次の5点をあげる｛3〕。
　1．動機仮定一企業の目標もしくは目的は，満足もしくは極小化（satisicing
　　or　minimaXi㎎）目標であると想定される。
2．情報仮定一これは，通常のインフォメーシ目ン・システムが非組織的
　　で，ゆがめられておりそしてノイズに満ちていること，また企業の内外に
　　おける適切な情報の獲得と分配は，企業の内部において解決されるべき間
　　題であるということを想定する。
3．組織上の仮定一これは，意思決定過程が企業の組織構造によって決定
　　され，そして次にその過程がインフォメーショソ・システムを決定すると
　　いうことを想定する。
4成長仮定一欲求，資源，技術の現状，知識の体系が変化可能であり変
　　化しっっあるということが想定される。
5．影響仮定（in舳ence　ass㎜phon）一これは，欲求，資源，技術の現状お
　　よび知識の体系が，相互に独立したものでなくまた企業の行動によって影
　　響されるということを想定する。
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伝統的企業理論とクレエラバの近代的企業理論との根本的な相違は，企業
目標に関する仮定にみられる。すなわち，前者が極犬化を仮定するのにたいし
て，後者は満足塞準を前提とするのである。そしてまた，情報にたいする態度
の毛がい毛強調されるべきであろう。すなわち，近代的企業理論：行動科学的
企業理論は，企業の自由になる情報量には限界があるという仮説から出発する
のである。なぜなら，現代は急速に変化する杜会であり，そこにおける完壁肢
情報の蒐集は一巨大な国家装置によってすら一不可能であるからである。
したがって，行動科学的企業理論においては，r不確実性仮定」が決定的な意
味をもってくるのである。
　このr不確実性」とr情報」に関して，サイアート・マーチ（R，Cyert　and
J，March）はr企業の行動理論をその他の大部分の企業理論と区別するものは・
即時適応的もしくは完全なイ：■フォメーション・システムに注意を限定せずに・
比較的緩慢な適応と不完全なインフォメーション・システムを考慮する試みで
ある」一4〕と述べ，か占企業間においてすら完全共謀（complete　collusion）には，
大きな障害があることを指摘している。
　上述のように，企業理論の研究対象は，企業の外部から企業の内部へ，すな
わちその行動と内部構造（意思決定のメカニズム）へ，そしてさらに企業と外
部環境との接点へと変化してきている｛5〕。小稿は，そうした企業理論の発展を
考慮しつつ，現代目本における現実の企業行動の特質を解明し，理論化し，わ
が国企業がもつ特異体質（idiOSyne…y）に適した企業の行動理論を展開しよう
とするものである。
注（1〕　H．Haas，The　Ente印dse　in　Transition：an　Analysis　of　European　and
　American　Practice，Ta㎡stok　Publications1967。
　　ハースによれば，ヨーロッパ企業はアメリカ資本の進出とともに，次のような変
　　化を経験しつつある（P．168）。すなわち
　　　・過去中心から未来中心へ
　　　・生産中心的企業から市場中心的企業へ
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・協定的環境（negOtiated　enVirOn㎜ent）における企業から競争的環境における
企業へ
・資本家一労働者の両極化から資本家一労働者の1参透（0SmOSiS）（意思決定力の
拡散）
・所有着支配からプ目フ呈ショナル・マネジメソトヘ
・たんなる資源の蓄積から合理的成長へ
・偶発的なイノベーショ：■からイノベーショソの科挙的管理へ
・経済人の概念から多元的動機の概念へ
・企業の杜会からの隔離（iSO1atiOn）から多元的杜会内に創ナる企業へ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔次員へ〕
　　　　　　　　　　　　　　社会的頚境　　　　　　　　　　　　　　　　、㌔　　　　　　PR　　　　　　　　　　　　　　　　　　㌔、＿｝一＿＿　院外活動
C皿皿㎜u㎜t｝
r畠1ations
億理的現境
消費者需要
競　争
イメージ
or評判
製
市
’
外国との
競争
反トラス
ト法
社会的頚境
上級経営
管理者
政治的環境
←
、
　　、
儀11∵〆
???
出’
シ／
技術の状態
労働市場
および組合
原材料市場
資本および
金融市場
市
場
要
素
＾
　b＼
　　　　　　　　　　　　　　　　　＼　　　　　　　　　　ノ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　帖i　d．P．207
　上図でダッシュの線は，企業にたいしてなお市場の制約
があるが，しかし一般的には企業がかなりの行動の自由を
もつということを示す。また点線は，企業によってなされ
そして企業内の意恩決定にもとづく活動の種類を示す。そ
の活動は，企業が直面する不確実性を，その環境の種々の
一側面を変更することによって減じるためになされる。直線
は，上級経営管理者が制約をうける環境を示す。しかし企
業行動は，aとbにわたって，かなりの自由な行動となり，
そこに箪新の余地も生じてくる。
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　　・古典的組織理論から多元的組織理論ヘ
　　ハースの指摘をまつまでもなく，現代ヨーロッパは，経営におけるr歴史の実験
　場」となっている。目本における経営の近代化の場合（前近代と近代の混合）と異
　なり，ヨー百ツパはヨー目ツパの「近代」をもち，その根づよい伝統をもっている。
　したがってそこに展關されている一そしてイネピタプルな一「経営革命」の進行状
　況は，その新旧の対立の鱒明さのゆえに，わが国の企業行動の分析にさいして新し
　い視脅を与えてくれるであろう。
12〕S．Cleland，“A　short　essay　on　a　manageria1theo町of　the丘m”
　　K．Bou1di㎎and　W．Spwey（ed．），Lineaf　Pro瓢ammi㎎and　the　TheoW　of
　the　Firm，Macmi11an1960．p．204。なお近代理論による企業行動の全体像は前
　頁下の図によって明示されるであろう。
迂3〕　Ibid。，p．208，
／4〕R．M．Cyert　and　J．G．March，A　Behaviora1Theo町of　the　Fir叫Prentice－
　Hau　1963，p．282．
㈲K．Boulding　and　W，Spwey，ibid・，P・209・
II企業にたいする行動科学的接近
1
　わが国の企業・経営行動工1の特質に関しては，すでに多くの研究が発表され
ている；到。わが国の企業行動はおそらく，これまでは驚異的な経済成長との関
係において，現在では資本自由化による外国企業との対決のために，注目され
ている。そして今や企業・経営にたいするさまざまな側面からのアプ1コーチ帽］
は，その多様性のゆえに，企業のもつ全体のイメージを解体し各部分システム
のたんなる集合としてのトータル・システムの概念を生みだしている。すなわ
ち，トータルな把握の前にすでに分析的な視点が存在している傾向がみられる
のである。このことは，経営理論が近代認識論における分析主義および実証主
義の影響を強く受けていることを示している。
　小稿で用いるアプローチは，「行動体系的アプ1コーチ（Behavio胞1Systems
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Approach）」であるω。すなわち，このアプローチは，企業をとりまく杜会・心
理学的上部構造を基礎として，心理学，社会学，社会心理学，経済学，人類学
経営学などにより構成される行動科学的方法でもって，企業の行動を経験的，
実証的に研究しようとするものである。またこのアプローチは，企業をいくっ
かのサブ・システムよりたるひとつのシステムであるとみなすのである。換言
すれば，サイアート・マーチの「企業の行動理論（A　Behaviora1Theory　of　the
Fim）」㈲を塞礎とし，そのうえさらにシステム・アナリシスの手法を坂入れた
ものである。
　そこでまず，ここではr企業の行動理論」については批判的に考察してみる。
　周知のように，サイアート・マーチによれぱ「企業意思決定の修正理謝6〕」の
課題は，（1）企業を基本的研究単位とし，（2）価格，生産量，資源配分のよう
なものの意思決定に関する企業行動の予測をなし，（3）組織における意思決定
の現実のブロセスの明白な強調をその基本的研究原則とした，一っの理論を構
成すること，と規定される（原文イタリック）。そしてこのようなサイアート・
マーチの問題意識ないし研究戦略は，さらに企業の行動理論を構成する4つの
subtheo町，すなわち組織目標（organi．adonal　goα1∫〕の理論，組織期待（organi・
Zationa1卿2物ガo閉5）の理論，組織選択（organiZatiOna16〃O召）の理論，および
組織統制（Organi・atiOna1ω吻肋のの理論によって支えられている｛6〕。すなわち，
伝統的企業理論が企業行動を概括的に企業者あるいは経済人によるr利潤極夫
化」の仮説と「企業は完全な知識でもって活動する＝7j」という前提のもとに理
論化するのに対して，企業の行動理論は，企業がさまざまな目標をもった個人
よりなるひとつの連合体（Coalition）（組織）であるとみなし，その違合体の不
完全な知識による目標追求行動を分析的，実証的に研究しようとするのであ
る自
　ここでとりわけ問題にたるのは，違合体の概念である竈組織をバーナードは
協働体系としてとらえ，サイそソは，意思決定のプロセスとしてとらえたのに
　1王46
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　91
たいして，サイアート・マーチは，組織を違合体（the　organization　as　a　coa1ition）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7イヂアとみなすのである一8，。そしてこの連合体という観念にとって基本的なことは，
組織における個々の参加者は，異なる選好順位（個人の目標）をもつかもしれ
ないという期待である⑲，。すなわち，バーナード，サイモソ，サイアート・マ
rチの近代組織論に共通することは，組織における個人動機の重視である。そ
してそうすることによりかれらは，組織原則あるいは組織図にとらわれる構造
的観点から脱出し，組織の可塑性，存動性および動態性を把握できたのであ
る。すなわち，自律的近代人によって構成される組織，とりわけ企業組織の行
動は，経済的動機のみをもつという一元的人間認識でもっては，その全ぼうを
とらえることができないのである。
　サイアート・マーチは，この組織＝連合体という仮説により，連合体参加者
（組織のメンバー）の相対的独立性を明確にし・その動機および期待の解明に
さいして，杜会学や心理掌の成果を広くとり入れることができるようになった
のである。また，連合体の概念は，企業（組織内部）には諸目標間のコソフリ
クト発生の可能性があることおよび組織における解決はほとんどすべて準解決
である，というきわめて有効な仮説の設定を可能にするのである邊
　さらにサイアート・マーチは，現代企業一かれらの研究対象たる現代の
r代表的企業」は不完全市場における不確実性の下に活動する，大規模多種製
品企業であるω一における意思決定のプ肩セスは，組織目標に影饗する変数・
組織期待（期待とは，入手可能な情報から推測を行なった結果である（サイア
ート・マーチ））に影響する変数および組織選択に影響する変数によって分析
できるとするω。しかし，」二述の三っの変数は，意思決定プロセスにおける現
象を網羅的に整理するにすぎない鉋
　すなわちサイアート・マーチによれば，さらに企業意思決定理論の核心たる
4つの主要な関係概念（F㎝r　Major　Relati㎝a1Concepts）がある。すなわち
　1．　コソフリクトの準解決（馴asi　resO1utiOn　Of　con且icts）
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　2．不確実性の回避
　3．間題志向的探求
　4．組織による学習（organizadOnal1eami㎎）
である胸。
　まずrコンフリクトの準解決」とは，企業が多様な員標そして動機をもつ構
成員の連合体であるかぎり，その多様な目標閤の衝突は不可避的であるという
ことを意味する崎。そしてこのコ：■フリントの古典的な解決法は，サイアート
・マーチによれば，連合体のある構成員から他の構成員に金銭の授受を行肢う
ことであった。伝統的理論は，この金銭の授受でもって，コソフリクトが解消
したものとするが，サイアート・マーチは，ほとんどの組織が，ほとんどの時
間，かなりの潜在的目標葛藤とともに存在していると仮定する。なぜならnon
oprationalな目標のレベルの場合以外，内部的な意見の完全な一致などありえ
ないからであるω。
　しかし，企業は存続し，成長するために，ある具体的な目標を設定しなげれ
ばならない。すなわち，連合体＝組織には独立制約条件としての組織目標が存
在している。しかしその設定された目標は，決して絶対不変的でなく，あくま
でひとっのaspiratiOn　level（欲求水準）にすぎない。すなわち市場からのフ
ィードバヅクによって適応的に修正されるものである。だがこのフィードバヅ
クからフィードフォワードのプ冒セス（適応過程）においてすら，たとえば販
売部門の目標と価格決定部門の目標がコソフリクトをおこす可能性がある。
　サイアート・マーチによればこのコンフリクトの解決は「部分的合理性
（L㏄a1raゼ0nality）」，「許容可能一水準意思決定法則（A㏄eptable・level　decision
mles）」，およびr目標への連続的注意（Sequential　attention　to　goals）」によっ
て可能とされる㈲。すなわち「部分的合理性」による解決とは，複雑な問題を
意思決定権限の委譲および専門化によって下位部門にゆだね，比較的に独立し
て当該部門が意思決定をなすということである。また「許容可能一水準法則」
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とは，たとえぱ各部門目標間のコソフリクトをacceptab1eなものに調整する
ことにより解決しようとするものであり，「目標への違続的注意」とは，発生
した種々のコンフリクトを同蒔にではなく順次連続的に解決しようとするもの
である。しかし，ここで注意すべきことは，これらの目標間のコソフリクトの
解決がかならずしもその連合体におけるすべてのコ：／フリクトの完全な解決を
意味しないということである。すなわち，ゴール1の達成は，ただちにゴール
2の設定一そこに再びコソフリクトが生じる一へと導くからである。
　次に問題となる関係概念はr不確実性の回避」である。サイアート・マーチ
によれば，組織は，（1）短期的フィードバックによ1る意思決定により，（2）協
定的環境（・egotiated　envim㎜ent）をつくり上げることにより，不確実性を回
避しようとする。（1）について言えぱ，たとえぱ企業は，タテマエとして生産
水準の長期計画を設定するかもしれないか，現実の生産高決定は，目々のある
いは各週の在庫量，最近の売上高，およびセールスマ：／からのデータによりな
されるのである。すなわち，組織は不確実な外部環境にたいして，試行錯誤的
に学習していくのである。このような短期時フィードバックにより行動する組
織を，サイアート・マーチは「消防署」的組織（“趾e　depaれment”organi・ation）
と名づけ，かれらの意思決定モデルの最も顕著な特質のひとつとしている㈹。
　（2）の「協定された環境」とは，企業外部においては，業界の慣行を意味し，
　　　○
企業内部においては，予算などによる下位部門相互の行動の予測の可能性を意
味する吻。企業は，（1）と（2）の方法によってそれが対処しなければならぬ不
確実性の世界を最小にしようとするのである。
　3の「問題志向的探求」とは，ある組織の探求行動は，問題の発生によって
動機づけられるということを意味している。そのさい，探求活動は，因果的に
単純なものから，複雑なものへとエスカレートしていく。すなわち，サイアー
ト・マーチの例によれば販売高貝標の達成不能は，販売部門内において解決さ
れない汝らぱ，さらに価格，製品の質，製品原価の間題にまで探求活動が拡大
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されるのである。そしてその探求活動のさいに必然的に，連合体参カロ者の経験
および期待の差異にもとずくbiasが生じるのである胸。
4の「組織の学習」とは，組織における適応過程のことである。すなわち組
織はその経験の結果として，その目標一欲求水準を変え，その注意の焦点を移
し，さらに探求の手続を修正する。アレキス・ウイルソン（M．刈exis　and　C・
Wils㎝）は，この組織の学習を次のように述べるω。すなわち組織は，その行動
の制約要因および新技術等を学習し，またr環境」から価値をも学習する。他
方，惰報理論の立場からみれぱ，組織は，その行動からのフィードバックの結
果として，変化し成長する能力をもっ情報処理システムとみなされる。その場
合，組織は，イソフォメーシ冒ソ（政策，手続，意思決定ルールなどに関する）
を貯蔵し，ファイルする能力としての組織の記憶（0・ganiZati㎝al　mem岬）一
記憶は学習の第一条件である一をもっている。また，行動主義派の心理学者
であるヒルガード（Eme竹R．Hilgard）は学習をr状況への反応によって，ひと
つの活動が生じる，もしくは変化する過程である」と定義する。しかし・行動
の変化ポすべて学習を意味するというのではない。たとえぱ，薬晶の使用によ
る行動の変化は，掌習に入らないのである。したがって，ヒルガードの見解に
よれば，組織内における人間はすべて学習者（lea㎜er）であり，学習によって意
思決定が改良されるのであるω。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■
　サイアート・マーチは，上述の4つの基本概念一コソフリクトの準解決，
不確実性の回避，間題志向的探求，および組織の学習一をもって企業の行動
理論を展開する。
　このサイアート・マーチのr企業の行動理論」における方法的問題点は，適
応的行動の過度の重視にある。そのため，企業の革新的行為一創造的破壌一が
充分解明されえ鮎・のである。革新はたんに組織スラックから生じるのでなく，
企業構成員の創造的思考からも生じるのである。すなわち，適応的一間題志向
的行動（探求）よりも，aggresive一αeati∀e　behavior（search）が重要といえる
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のではないであろうか。
　上のサイアート・マーチの適応理論の欠陥を克服したと恩われるものに，ア
ンソフ（H．I．A口・・のの準一分析的方法（Qu・・i－An・1ytic　Method）がある自o。
　アンソフは，企業の長期経営計画を戦略的計画の間題として理解する。そし
てかれは，計画設定過程においてなされる企業行動およびその環境の分析のた
めに，抽象化された一般的方法論が必要であるとする。すなわち，戦略的計画
の設定を科学化するには，その設定者の仮説および問題構造を支える一般原則
が必要なのである。しかし，企業の行動理論の現状ではそのような一般原則の
樹立は望めないのである。
　たとえぱ，0Rの方法には，よく構造化された問題，すなわち，システマテ
ックな計算操作に環元されうる経営意思決定の問題の解決には有効であるが，
戦略的決定のような価値判断的意思決定（judg㎜・nta1d・・i・ion・）の場合には充分
役立たない。他方，ヒューリステック（発見的）な方法において分析者は，か
れの経験およびケース・スタディ等に基づき（直観的に）個々の問題にタック
ルするだけで，一般的な抽象化をなさない。したがって，この方法においては，
　　　　　　　　　　　　　　　　　ア弔ゴ〕スム　＝ソシアス簡題は非構造的であり，分析者はr計算操作意識的」ではない。すなわちこの
ヒューリステックな方法と0Rは，厳密性度の両極なのである。前者は非厳密
性の極にあり，後者は厳密性の極にある。
　アソソフのr準一分析的方法」は，両者の中間に位置する。すなわちそれは，
戦略的計画の問題に計量的かつ価値的に接近するのである。たとえぱ，ORに
よる場合，いくつかの代替的戦略案が何年か先のシュミレートされ，数量化さ
れた結果（㎝tCome）によって比較される。アソソフは，そのようなアプ艀一チ
をr結果志向的（outco㎜e・odented）」（目標志向的）と称する。このアプローチに
れば，多角化によって投資収益率を改善しようとする企業は，代替的な多角化
戦略のうち，何年か先にわたる投資収益率が最大の毛のを選択する鉋
　これにたいして，r準一分析方法」が採用するr過程志向的（p・㏄es・o・iented）」
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接近によれぱ，その企業は，数値化されえないところの技術的革新の可能性，
成長の度合，利益の安定性の視点からその投資戦略を選択する。その場合，あ
る種の質的判断は，解決の過程においてにおいてその判断のための充分な素地
（bac㎏rou皿d）が展開された後に，なされる。すなわち，質的関係が，問題構造
の内に「はめ込まれ」ているのである。
　したがってr準一分析的方法」の場合，対象となる間題は，不充分に構造化
（ill－S旋uCtured）されており，その問題の枠組は，質的一量的枠組である。また，
その問題構造へのイソプットとアウトプットは，ヒユーマン・アナ肩グ・コン
ピュータとしての最終意思決定者（問題解決者）が決定する。しかもこの問題
構造は，それが解決される過程において，新しい情報によって修正されねばな
らない直それゆえ，その場合，公式化と分析との間にフィードバックが存在す
るのである。またこの場合，各代替的戦略の選択は，消去基準によってなされ
る。すなわち，すべての戦略がある基準（たとえば最小成長率および最小投資
収益率）によってふるいにかけられていくのである。
　アソソフは，以上のことを下表のように整理する刎。
OR 準一分析的方法 ヒューリスティック
アプ巨一チ 結果志向的 過程志向的 過程志向的
抽象化 する する しない
雪　　　　量豆目　　　　　ロロ 数字 数字一論理的 論理的（言語）〒ルゴ切ユム計算操作 ある なし なし
分　　析 連続的 フィードバック 合理化
ペイオフ スカラー ベクトル なし
　要するに，r準一分析的方法」においては，全問題構造が，せいぜいのところ，
各変数間におけるシソボリヅクな関係の視点から，形式化されているにすぎな
い幽。しかし，その程度のfOm山atiOnにおいてすら，意思決定者は，ある問
題の解決のために現実の世界からその問題を抽象化し，構造化する作業をなさ
ねぱならない。そしてそこにr準一分析的方法」の科学性があるのである。
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　上述のアソソフの方法は，企業の行動理論にとって，そのaggreSiVe－StrategiC
な視点のゆえに，大きな意義があるといえよう。なぜなら，今目，世界各国に
おける企業は，それがその一部であるところの社会的環境，すなわち企業の基
盤そのもの，が変化しつつあるなかで，ダイナミックにかつ創造的にさらにま
た問題志向的に，行動しなければならないからである鰯。そのような環境にあっ
てこそ，企業は予定調和的色彩の強い0R的手法と無体系的で，ヒューリステ
ィックな手法とをあわせもった準一分析的方法を必要とするのである。しかも，
アソソフの方法には，意思決定者がたんなる経済人格としてのみでなく，多元
的動機をもつ行動人格の所有者として把握されうる充分な理論的余地がある。
注（ユ〕ここで一応の概念規定として，企業とは，ある会社の全構成員のなす行為のシス
　　テムをさし，経営とは上級経営幹部（tOp　management）の行動を意味するものと
　　する。
　｛2｝たとえば次のようなものがある。
　　　J．C．Abegg1en，The　Japanese　Factory：Aspects　of　Its　Social　Organization．
　　MIT，1958．（占部都美訳「日本の経営」）
　　　武山泰雄「目本の経営」鹿島出版会　昭和40年
　　　土屋蕎雄「日本経営理念史」日本経済新聞杜　昭和39隼
　　　　同　　「続日本経営理念史」日本経済新聞杜　昭和42年
　（3〕H－Koontz（ed．），Toward　a　Uniied　Theory　of　Management，McGraw－Hil1
　　1962（鈴木英寿訳r懇営の統一理論」）
　14〕　このアブ目←チは，G．A．Fie1d，and　J．Douglas，and　L．X．Tarpey，“Market－
　　ing　Mamge㎜ent：a　beha㎡oral　apProach，”Mevi111966に拠る。
　｛5〕　R．Cyert　and　J．March，ibid．
　｛6）　Ibid．，P．19、
　｛7〕　Ibid．，P．8。
　｛8〕　Ibid。，P．27．
　｛g〕　Ibid．，　p，27。
　（ユΦ　　Ibid、，p．115。
　｛u〕　Ibid．，P，115・
　⑫　　Ibid．，p．116。
　⑱　「コソフリクト」については，原沢芳太郎稿「コソフリクト組織機構の変化」（「組
　　織科学」Vol．2－1）が詳しい。
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⑭　　R－Cyer［and　J．March，ibid．，p．171．
〔15　　Ibid．，p．119．
但⑤　Ibid．，p．119．
肛司　工bid．，p．120．
虹劃　この問題志向的探求の概念は，組織理論でいう問題解決過程（0rganiZatiOnal
　problem　soI柏ng　Process）の一部をなしていると考えられる。M．Alexis　and　C．
　Wilson（“Organizational　Decision　Making”，Prentice－Ha11．1967，pp．73－77．）
　によれば個人と組織の問題解決行動には次のような特質がある。
　　個人の場合
　1．複雑さが最小限のものであっても，閻題解決は，必然的に探求行動の戦囲各（計
　　画もしくはパターソ）の利用を要する。認知緊張（COgnitiVeStrain）が，時間，
　　イソブナメーショソおよび想起活動（reCall　aCtiVity）のような問題制約要因
　　（problem　constrains）によって，大きくなれぱなるほど，探求ルールは簡単に
　　なる。問題解決者は，部分的には，ある戦略の選択によって認知緊張を最小にす
　　るかもしれない。
　2．　問題解決行動は，適応的（adaptiマe）である。個人は，一時的な解決でもって
　　出発し，イソフォメーショソを求め，出発時の解決秦を修正し・そしてそのよう
　　なプロセスを・期待された行動と現実の行動との間になんらかのバラソスが存在
　　するようになるまで続ける。
　3．最も制約された問題解決状況においてすら，問題解決者のパーソナリティおよ
　　びリスクにたいするかれの好悪（aversiOn　Or　preference）がかれの戦略の選択，
　　イソフォメーシ目ソの利用，および最終の解決に入りこむ。
　　上のようた個人の問題解決行動が・組織の場合にもあてはまるのであ㍍すなわ
　ち，組織の問題解決のフレームワークは，適応的であり，複雑な探求ルールよりも
　簡単な探求ルールを選好する。しかし，組織の問題解決行動には，次のような本質
　的特質がある。
　1、組織は，プログラム化された意思決定を広範に用いる。
　2．組織は，しばしば組織的意思決定の属性とされる複雑な合理的枠組のみなら
　　ず，むしろ簡単なr経験法（ruleofthumb）」的意思決定ルールを使踊する。
　3、組織は，当該意思決定部門の部分的合理性（10ca1rationa1梅）によって隈界づ
　　けられそして偏向された意思決定をなす。
　4．組織は，前もって方向づけられた深求をなす。（すなわち）意思決定ルールおよ
　　び意思決定戦略の選択は，不確実性を最小せんとする欲求によって制約される。
　5．組織は学習する。
　　企業の行動体系的アプローチにおいては，上の個人および組織の問題解決行動の
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　ほかに，さらにグループにおける間題解決行動を考慮しなければならない。
　　グループにおける問題解決は，M．Alexis　and　C．Wilson（Ibid．）によれば，次
　のごとくである。すなわち，問題の出現とともに，目標が設定され・そこには，グ
　ルーブと個人のコソフリクトが生じ，やがてグルーブのメソバー間の同慧が生る。
　次のステップは，個人の場合と同様，グループの場合でも，ある探求戦略が採用さ
　れ，イソフォメーショソが一時的解決へと処理されていく。そしてさらにその一時
　的解決が再検討され・最終的な解決が探求され，間題が解決される。
　　企業の行動体系的アプローチは，上述のような個人，グループ，組織という三つ
　のレベルにおける問題解決行動を考慮しなければならない。
⑲　M．Alexis　and　C－Wilson，ibid．，p．78．Emest　K　Hilgerd，Introduction　to
　Psychology，Harcourt，Brace　and　Wor1d，．1962，p．252．
僅田　H．Anso伍，“A　Quasi－Ana！ytic　Method　for　Long　Range　P1anning”，in　M・
　Alexis　and　C，Wilson，ibid一，pp．一427－439．なおアンソフの理論については，占
　部都美著r戦略的経営計画論」（白桃書房昭和43年）が詳しい。
垣ユ〕　Ibid．，p－436．
e劃　Ibid．，p．434．
僅3〕F　E．Eme町and　E．L．Trist，“The　Causa1Texture　of　Organizational
　Env三ronments”in　Human　Relation，Feb．1965．
　上述の企業の行動理論の発展は，たんに経営掌固有の問題意識（たとえぼ費用
曲線およびmanagement　prOcessの問題等）から生じたのではなく，杜会科学全
般にわたる「行動科学革命」の一環としてみなされるべきである。
　M．ワディア（M．Wadia）は，行動科学を「人々がいかに行動するか，人間
行動とトータルな環境との関係はどんなものか，そして，人々はなぜそのよう
に（as　th・y　do）行動するのか，に関する体系化された知識」と定義づける。一
般的には，杜会学者が，主として，「いかに」を，また人類学者が人間行動と
環境との関係を，そして心理学者が「なぜ」を研究すると言われているω。し
かし，今目，行動科学と称される学問体系には，杜会学，人類学，心理掌のみ
ならず，経済学，経営学，会計学，統計学，言語学なども含まれるのである。
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そこでは，杜会科学と自然科学との境界は，漠然としたものとなり，統一的な
科掌方法論が生じてきている自経験から帰納された仮説（そデル）が形成され，
そこから演緯がなされ，さらにその結果が現実と照合され，検証されるのであ
る。そしてそれはひとつのサイクルといわれるものであり＝2］，そのサイクルを
終了した命題の集合が一つの公理体系（理論）として成立するのである。
　ここで間題とする企業の行動理論もそうした新しい科学理論を背景とする行
動科掌の方法論に立脚しなければならないのである。そして，その場含の全体
的な概念的枠組は，ワディアによれぱ，次のごとくである。すなわちr個人が
あるグループで働くためには，かれが満足感をもつ必要がある。そのグループ
は，その価値構造をみだすことなく企業の特殊なコ：■テキストのなかで，その
組織がその目標を達成するのを助けるようモチベートされねぱならない。その
過程は，競争し，時には衝突するイデオロギーの世界で活動するダイナミヅク
な文化によって影響される。上述のそれぞれの局面は，さまざまな度合におい
て影響をうけつつ，相互に関連する」｛割のである凸
　注意すべきことは，このワディアの概念的枠組においても，個人が出発点と
なっているということである。すなわち，行動科学的認識においては，あらゆ
る現象は，行動する個人に環元されるのである。そして，その分析の焦点は，
なぜその個人が，そのように行動するのかということ，すなわちかれの行動の
動機におかれる。なぜならモチベーションは，すべての種類の行動一学習，
活動，知覚，注意，記憶，忘却，思考，創造，感覚一にふくまれているから
である＝4j。かってリヅカート（R．Likeれ）は，経営の核心（core）はモチベーショ
ソにあるとしたが㈲，企業の行動理論についても，その核心はモチベーショソ
にあるといって毛決して言いすぎではないであろう。
　J．マクガイアー（McGui・e）は，この企業の行動主義的接近の特質を次のこ
とにみる㈹。
　1．企業そのものよりも，企業内における行動者（・・to。）が活動するという
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　　仮定。
　2．行動は，環境要因によってのみならずパーソナリティによっても条件づ
　　けられるという仮定。
　3．研究される行動過程は，最小隈，行動者の認知，感覚，信念および知識
　　を考慮しなければならないという仮定。
　　　　　　　　　　　　　　　　　＝ソフ’レツクス4．報酬もしくは目標は，しばしば，複合なものであるという仮定。
　上述のマクガイアーの指摘においても，企業の行動理論は，企業を集合的な
一っのentityとしてみず，行動者の集合のたんなるそザイクとみようとする
ということが認識できる。それゆえ，行動理論の立場からすれば，企業のあら
ゆる行動は，了解可能であり，決してミスティカルではない。すなわち企業の
行動理論においては，企業行動は，経験的に検証可能な行動モデルに一般化さ
れる一7：。そして，そこからコソピュータによるシミュレーショソがなされうる
のである。しかもそのモデルは，オープソモデルとして常に杜会の価値体系に
おける変化のインパクトを吸収できるものでなけれぱならないのである。
　下図は，人間の行動を，その機能から（f㎜ktionsbezogene）分類したもので
ある｛劃。また，それは，経営経済学における行動科学的接近の歴史を毛示して
いるのである。すなわち，初期の経営経済学，あるいは国民経済学の歴史掌派
は，人間の行動とその心理を重視したが＝9〕，それが，役割分化の進展と行動主
縄鰯甥
人間の経済外的（政治的、奈教的など）
行勘詰 人間の経済餉行勘議
国家財政担当　　　　誰営繧濟着
老の行動詰　　　　　の行動詰
家計掴当者の行動誰　　　企業者の行醐欝
驚灘麟罫鰹錨洲一鑑脅翻
I15？
　102
義的心理学の台頭ωとともに，一層精織化していったのである。しかしここで
重要なことは，企業者行動の理論が，究極的には，人間行動論（行動科学）へ
と結ぴつくことである。
　以上述べたように，企業の行動理論の主要な特質は，企業構成員の全人格的
な把握にあるといえよう。そして，その企業構成員のうちで，企業の行動理論
は，とりわけ上級経営幹部の心理と行動に注目しなけれぱならない。なぜな
ら，企業における行動の白由は，上級経営斡部において最も大きいからであり，
また行動の自由がなければ，行動理論は不毛に終ってしまうからであるω。
注（1〕M．S．Wadia，“Manage㎜ent　and　the　Behavioral　Sciences：A　Conceptual
　　Scheme’’，Califomia　Manageロユent　Re栃ew，fa11．1965．
　（2）内田忠夫rそデルの役割一社会科学の場合一」（岩波講座r哲学」第12巻r科学
　　の方法」岩波書店）p．143．
　（3〕　M．S．Wadia，ibid．，p．66．
　（4〕E．M㎜1ay，Motivation　and　Emotion，Prentice－Hal11940，P．20。
　（5）R．Likert，“Motivation：the　core　of　management”，Califomia　Management
　　Review，Feb．1963．
　（6〕J－W．McGuire，“The　Concept　of　the　Fim’’，Califomia　Management
　　Review，summer，1961．
　（7〕r一般化」といっても，それは，かならずしもある産業全体に適した一般モデル
　　を指すのではなく，その産業におけるか占企業一般に適用するモデルを意味するも
　　のであ糺企業の行動理論は，要約的な変数を用いたラフな集合モデルを形成しよ
　　うとするのではなく，できるだけ多くの変数を用いて，きわめてセソシティブなモ
　　デルを形成しようとするのである。（Cyertand　March，ibid．，p．281）
　（8〕Johames　Bidlingmaier　Uutemehmerziele　md　Uuntemehmerstrategien1963
　（g〕M．Weber，Rascher　md　Knies　und　die1ogischen　Probleme　der　historischen
　　Nationa倣onomie，in：GesammeIte　Aufs査tze　zur　Wissenschaftslehre，1922，
　　松井秀親訳rロッシャーとクニース」（一），1955，未来社。
　（1①　H－Misiak　and　V．Sexton，History　of　Psycho1ogy，Grune＆Stratton，1966，
　　pp－328～348。
　（u〕行動の自由とは，実行可能な複数の代替的行動プログラムがあるということを意
　　味する。たとえば消費者行動の理論は・多種多様恋商品の出現とともに発展してき
　　たといえよう。消費者行動については，F，M．Nicosia，Consumer　Decision　Pro－
　　cess，prentice－Hall，1966一参照。
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